



訳注 1   <http://www.unhchr.ch/tbs/doc.nsf/0/71eba4be3974b4f7c1256ae200517361/$FILE/
G0144470.pdf>から入手した（2010年 2 月10日アクセス）。
訳注 2   <http://www.nichibenren.or.jp/ja/kokusai/humanrights_library/treaty/data/
HRC_GC_29j.pdf>（2010年 2 月10日アクセス）




利に関する国際規約 (International Covenant on Civil and Political Rights: ICCPR) 第 4
条につき，国際連合人権委員会が2001年に公表した，Human Rights Committee, General 









CCPR/C/21/Rev.1/Add.11；GENERAL COMMENT NO. 29； 












1  ．自由権規約第 4 条は，国際人権規約の下での人権保障制度にとって最高の重要性を持
つ。一方で，それは，締約国が片務的に（unilaterally），人権規約の下での自国の負っ
ている義務の一部から一時的に逸脱することを許容する。他方で，第 4 条は，この逸脱




































3  ．すべての騒動（disturbance）や大災害（catastrophe）が，規約第 4 条第 1 項によって
要請されている国民の生存を脅かす公の緊急事態と看做されるわけではない。武力紛争
の最中も，それが国際的なものであろうが，そうでなかろうが，国家の緊急権限の示威









１） 以下の意見/勧告的意見を参照。United Republic of Tanzania（1992），CCPR/C/79/Add.12, 
para. 7 ; Dominican Republic（1993），CCPR/C/79/Add.18, para. 4; United Kingdom of Great 
Britain and Northern Ireland（1995），CCPR/C/79/Add.55, para. 23; Peru（1996），CCPR/






























CCPR/C/79/Add.76, para. 25; Lebanon（1997），CCPR/C/79/Add.78, para. 10; Uruguay 
（1998），CCPR/C/79/Add.90, para. 8; Israel（1998），CCPR/C/79/Add.93, para. 11.
２） 例えば，規約12条〔移動の自由・居住の自由・出国の自由・自国に戻る自由〕及び19条〔干
渉されることなく意見を持つ自由・表現の自由〕を参照。















7  ．規約第 4 条第 2 項は，以下の条項からの逸脱措置はなされてはならないことを明示
的に規定する。すなわち，第 6 条（生命への権利），第 7 条（拷問（torture），又は残虐
な（cruel），非人道的な（inhuman）若しくは品位を傷つける（degrading）刑罰，ある



















8  ．規約第 4 条第 1 項によれば，規約からのいかなる逸脱行為についても〔要求される〕
正当化可能性のための条件の一つは，取られた措置が，人種，皮膚の色，性別，言語，
宗教あるいは社会的出自のみに基づいた差別を含んではならないことである。規約第26
条あるいはその他の非差別に関する諸規定（第 2 条，第 3 条，第14条第 1 項，第23条第




この規約第 4 条第 1 項の規定は従われなければならない。











４） 以下の意見/勧告的意見を参照。Dominican Republic（1993），CCPR/C/79/Add.18, para. 
4; Jordan（1994）CCPR/C/79/Add.35, para. 6; Nepal（1994）CCPR/C/79/Add.42, para. 9; 
Russian Federation（1995），CCPR/C/79/Add.54, para. 27; Zambia（1996），CCPR/C/79/
Add.62, para. 11; Gabon（1996），CCPR/C/79/Add.71, para. 10; Colombia（1997）CCPR/
C/79/Add.76, para. 25; Israel（1998），CCPR/C/79/Add.93, para. 11; Iraq（1997），CCPR/
C/79/Add.84, para. 9; Uruguay（1998）CCPR/C/79/Add.90, para. 8; Armenia（1998），CCPR/







６） 最小限度の人道法上の基準についての委員会決定（Commission resolutions）1998/29, 
1996/65 及び2000/69（後者は人道の基本的基準）を求めるために付託された規約人権委
員会事務総長（the Secretary General to the Commission on Human Rights）の報告書，
E/CN.4/1999/92, E/CN.4/2000/94及び E/CN.4/2001/91を参照せよ。また例えば緊急事
態における人権のパリ最小限度基準（International Law Association, 1984），市民的およ
び政治的諸権利に関する国際規約における制限規定と逸脱規定についてのシラクサ原理
（the Siracusa Principles on the Limitation and Derogation Provisions in the International 
Covenant on Civil and Political Rights），人権と緊急事態についての副委員会特別報告官
（Special Rapporteur of the Sub-Commission, on human rights and states of emergency）レ
アンドロ・デスポウイ氏（Mr. Leandro Despouy）の最終報告書（E/CN.4/Sub.2/1997/19 




bo） Declaration of Minimum Humanitarian Standards（1990））
（E/CN.4/1995/116）のような，すべての状況において適用可能な基本的人権を確認するた
めの早期の試みも参照せよ。進行中の更なる作業領域については，赤十字及び赤三日月に
ついての第26回国際会議（1995年）（the 26th International Conference of the Red Cross and 
Red Crescent（1995））が，国際的および国際的でない武力紛争において適用可能な国際人道
法の慣習的ルールについての報告書を準備する任務を国際赤十字委員会（the International 
Committee of the Red Cross）に割り当てる決定を行ったことが参照されるべきである。
諸条項から締約国が逸脱することを規約が許容しているかどうかを審査する場合に，締






11 ．規約第 4 条での逸脱不可能な諸規定の列挙は，ある種の人権〔を確保する国家の〕義
務が，国際法の強行規範（peremptory norms<=jus cogens>）性を支えているかどうか
という問題と関連はするが，同一ではない。規約第 4 条第 2 項において逸脱不可能な性
質を持つものとして規約の一定の諸規定を示していることは，規約において条約の形
式（treaty form）で規定した一定の基本的諸権利の強行規範性の承認であると部分的に
は看做され得る（例えば，第 6 条及び第 7 条）。しかしながら，規約の他の規定が逸脱
166
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７） 35箇国によって2001年 7 月批准されてきているこの〔国際刑事裁判所〕規程の第 6 条（ジェ
ノサイド）及び第 7 条（人道に対する罪）を参照。当該規定第 7 条で列挙された特定の形態





















国際刑事裁判所に関するローマ規程<国際刑事裁判所規程>（the Rome Statute of the 
International Criminal Court）における，司法的目的のための，人道に対する罪につい
ての近年の法典化（codification）は，規約第 4 条の解釈に関連性を持つ７）。






























14 ．規約第 2条第 3項は，規約の締約国が，規約の諸規定のいかなる侵害に対しても，法的












自国の法的手続きの実務的機能に対する調整を提供し，締約国は規約第 2 条第 3 項の下
で，実効的な法的救済を提供する基本的義務と一致するようにしなければならない。











































Sub-Commission on Prevention of Discrimination and Protection of Minorities concerning a 




条と結び付けて解釈された第 9 条第 3 項及び第 4 項において規定された法的救済は，全体
として規約固有のものである，と。」Oﬃcial Records of the General Assembly, Forty-ninth 
session, Supplement No. 40 （A/49/40）, vol. I, annex XI, para. 2.
10） 以下の意見/勧告的意見を参照。Peru（1992）CCPR/C/79/Add.8, para. 10; Ireland（1993） 
CCPR/C/79/Add.21, para. 11; Egypt（1993），CCPR/C/79/Add.23, para. 7; Cameroon（1994） 
CCPR/C/79/Add.33, para. 7; Russian Federation（1995），CCPR/C/79/Add.54, para. 27; Zambia
（1996），CCPR/C/79/Add.62, para. 11; Lebanon（1997），CCPR/C/79/Add.78, para. 10; India














































































































（c） この 3 の規定の適用上，「強制労働」に
は，次のものを含まない。



































































































































































































2  　この議定書の第 2 条に基づく留保の可能
性を害することなく，この議定書の第 1 条











































































































巻 2 号（1999年）4 号【2000年】）に東澤靖弁
護士の助言を得て，新倉氏の文責にて改訂を
施 し た<http://d.hatena.ne.jp/kazuma_002/
20040609#p1> 掲載の翻訳も参考になる。
